
















































































































































すべきことに「D : 待機児童問題」と「E : 子ども医療費」があると報じられている。２月

































1/8 （社説）社会保障と税 「将来」⾒すえた議論を 10/16 （時時刻刻）消費増税、進まぬ準備 再々延期、業者は不安視
1/20 幼保無償化、２３⽇初会合 有識者会議 A 10/25 （声）働かない⾼齢者、覚悟が必要
1/21 教員、連⽇の⻑時間労働 授業時間増・児童の多様化に対応 B 10/25 安倍⾸相の所信表明演説（全⽂） C
1/23 安倍⾸相の施政⽅針演説（全⽂） C 10/30 給⾷無償化、議論中 「隠れた保育料」様々 教室・制服・絵本代…「負担が重すぎる」 M
2/8 ⽴憲、市⺠と「つながる本部」 ＮＰＯなどと政策づくり、スタート D 11/1 ⼦・孫へ教育資⾦、税優遇縮⼩ 期間は延⻑、政府・与党検討
2/17 地⽅公聴会、声届ける場なのに 予算審議の⼀環、乏しい緊張感 E 11/1 （いちからわかる！）幼稚園・保育園、給⾷費タダになるの？ M
2/26 （ＭＯＮＤＡＹ解説）「保育園落ちた」今年も 待機児童「ゼロ」、きしむ現場 DFG 11/5 都から何度も⾏政指導 乳児死亡、練⾺の認可外保育施設 AH
2/27 「無償化より待機児童解消」８割 保活経験者らの会がアンケ D 11/8 「幼保無償化、市町村も負担」 政府原案、必要財源の５割超 N
3/2 認可外保育無償化「必要度⾼い⼈に」 政府、対象絞る⽅針 A 11/9 保育園給⾷費、無償化せず 低所得対策とセット 内閣府調整 M
4/5 公教育、保護者の思い 朝⽇・ベネッセ共同調査 11/9 「０〜２歳⼦育て世帯にも商品券」 政府・与党が検討
4/12 （私の視点）育児と働き⽅ 外国に学び、⽂化変えよ 11/10 消費増税後、⾃由に使えるお⾦は？ 共働き年収１０００万円→７万５千円減 Q
5/16 「保育の質」無償化条件 認可外園、国の監督基準で A 11/15 市⻑会、幼保無償化負担に激しく反発 認可外施設も対象、危機感 AN
5/27 幼保無償化、前倒し 来年１０⽉、認可外施設も 政府⽅針 C 11/17 シッターに新基準 安全策、無償化⾒すえ 厚労省 A
5/28 軽減、年収３８０万円まで ⾼等教育費の負担 最終調整 11/17 商品券５００円券導⼊も 消費増税対策、公明が提⾔ 購⼊対象者・上限設定
5/29 幼保無償化対象、認可外も幅広く シッターも A 11/18 （社説）幼保無償化 現場の声聞き考え直せ DN
5/29 保育施設事故、１．５倍８８０件 昨年、全治３０⽇以上 AH 11/20 学童保育、⾃治体に裁量 職員の数・資格、国の基準撤廃へ A
5/31 認可外、３．７万円まで補助 ３〜５歳、幼保無償化決まる A 11/23 保育園は対象外、内閣府⽅針⽰す 給⾷費無償化 M
6/1 認可外補助、３．７万円上限 ３〜５歳全員、幼保無償化まとまる A 11/24 （声）無償化より保育園増設が先だ D
6/2 重い経済的負担、福祉削減議論も 出⽣数２年連続１００万⼈割れ 11/27 増税対策、⼤盤振る舞い キャッシュレス還元／特定世帯に商品券 政府⽅針公表 C
6/6 ⾻太の⽅針原案（要旨） C 11/30 認可外の運営費、国負担増を提⽰ 幼保無償化で内閣府 N
6/6 財政再建⽬標、５年先送り ⾻太の⽅針、政府が原案公表 C 12/1 給⾷費は無償化対象外 内閣府 M
6/7 幼保無償化「格差が拡⼤」 野党「税⾦配分、⾼所得者に⼿厚い」 I 12/3 幼保無償化、７割超の⾃治体が懸念 保護者団体、４都県で調査 DHO
6/7 （社説）⼦育て⽀援 無償化ありきでなく ADI 12/4 「市町村の負担、１０００億円減」 幼保無償化、政府案軸に調整 AN
6/18 無償化先⾏したら、待機児童「最多」 兵庫・明⽯ 保育園、来秋から全国で導⼊ J 12/4 （声）声届かない国会に誰がした DF
6/27 ニュースでＱ IJ 12/4 条例で限定も検討 認可外の無償化範囲 厚労相 A
7/1 （声）「森の幼稚園」も無償化対象に K 12/5 幼保無償、条例で限定案 認可外で地域差の可能性 政府 A
7/19 （声）特⾊ある認可外、存続の危機 K 12/7 教員「タダ残業」、解消できず 中教審素案、時間外の実態把握⽌まり
7/31 （⾃⺠党総裁選２０１８ 安倍政権と官僚：１）「官邸官僚」握る実権 12/8 予算案、初の１００兆円超 来年度⼀般会計
7/31 （⾃⺠党総裁選２０１８ 安倍政権と官僚：１）官邸、⼈事で⽀配 D 12/9 （社説）地⽅税制 抜本改⾰が置き去りだ N
8/1 （声 どう思いますか）６⽉９⽇付掲載の投稿『教育⽀援「世帯の年収」に違和感』 I 12/11 幼保無償化の負担決着 N
8/30 （沖縄２０１８）辺野古、交わらない世代 「どうせ基地できる」保育無料化歓迎 12/11 ⽇程ありき、際⽴つ強引さ 与党、質問放棄・空回し 政府、「検討中」連発 臨時国会閉幕 C
9/1 暮らし・経済、どう変わる？ 概算要求 L 12/15 来年度税収６２．５兆円 過去最⾼ 消費増税で１．３兆円増 L
9/5 （⾃⺠党総裁選２０１８ 安倍政権と⽬⽟政策：上）看板は掲げる、⼈はいない F 12/18 来年度予算案、１０１．５兆円 初の⼤台、新規国債は９年連続減額 L
9/5 （ニッポンの宿題）幼児教育格差 ⼩針誠さん、藤井ニエメラみどりさん IO 12/18 社会保障費の伸び、４８００億円 １２００億円抑制を政府決定 来年度 L
9/7 待機児童、２万⼈下回る １０年ぶり 「隠れ」は７．１万⼈ J 12/19 社会保障費に３４兆円 防衛費は５．２兆円 来年度過去最⼤ L
9/11 焦点採録 総裁選記者会⾒ １０⽇ C 12/19 政府、強気の成⻑⾒通し 来年度１．３％、増税対策頼み
9/21 ⻑期政権、続く難局 通商交渉、⽶の圧⼒必⾄ 安倍⾸相、⾃⺠総裁３選 12/21 １０１兆円予算案、決定 増税対策、膨張２兆円 来年度 L
9/27 （声）政策に踊らされて間違えたか 12/22 来年度予算案、消費増税対策のポイントは DG
10/1 （社説）１０％まで１年 消費増税の先を論じよ 12/22 （社説）１０１兆円予算 不安が募る「過去最⼤」
10/10 保育所給⾷費、幼保無償化の対象？ 内閣府で賛否、年内⽅針 M 12/22 増税対策、主導した２局⻑ 経産・財務、官邸と⾜並み 予算案
10/12 消費増税あと１年、対策急ぐ ⾞・家…⼤型消費⽀援が柱 12/22 １０１兆円予算案、暮らしは C
10/16 真価問われる進次郎⽒ 厚労部会⻑に 将来の⾸相候補* 12/24 教員の働き⽅改⾰、答申素案狙いは 中央教育審議会特別部会⻑、⼩川正⼈・放送⼤教授に聞く
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外保育施設の両方
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